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 調達案件の概要に関する事項 

 調達案件名 

遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分２） 

 調達の背景及び目的 

日本年金機構（以下、「機構」という。）では、平成 25年 5月から年金事務所で実施していた年金に関する

各種電話相談業務を安定的かつ標準的な対応を行うためコールセンターの運営を開始しており、システムの

保守対応期限にともない、サービス品質維持及び効率的なお客様対応を実現することを目的とし、令和 7年

9月に更改をおこなったところ。 

このたび、コールセンターシステム（以下、「本システム」という。）の一部を設置している、現行の遠隔地デー

タセンタ（以下、「現行遠隔データセンター」という。）が、建屋・設備の老朽化等の理由から令和 11年 3月で

契約終了となるため、現行遠隔地データセンターに設置された本システムを、新たに調達された遠隔地デー

タセンタ（以下、「遠隔地マシン室」という。）に移設することとしている。 

本書は、現行遠隔地データセンターに設置されている本システムを移設対象とし、移設及び移設に係る環

境変更等を行うことを目的とし、その仕様を記載したものである。 

 用語の定義 

 用語の定義 

本書で用いる用語については、「表 1.3.1.1用語の定義」に示す。 

表 1.3.1.1用語の定義 

項番 用語 説明 

1 機構本部 機構の本部 

2 年金事務所 年金業務を実施するために、全国に設置されている機構の窓口機関 

3 拠点 機構本部、年金事務所等を合わせた総称 

4 お客様対応業務システム 相談事跡、相談予約、お客様の声、事件・事故・事務処理誤りの 4機能を有し、それらを一元的

に管理・集計・分析等を可能とするシステム 

5 厚生労働省統合ネットワーク 

(統合NW) 

「厚生労働省ネットワーク(共通システム)最適化計画」に基づき、本省、地方支分部局、検疫所等

の各組織において、個別の業務ごとに構築されてきた専用通信回線の集約・統合及び運用管

理の一元化を図るためのネットワーク基盤 

6 本部ネットワーク 

(本部NW) 

機構本部のネットワーク通信の集約・統合を行い、機構本部内ネットワークの共通インフラ基盤 

7 休日 行政機関の休日に関する法律第一条にて定められた行政機関の休日 

8 平日 休日以外の日 

9 情報セキュリティ対策実施手順

書群 

以下に示す情報セキュリティに関する手順書一式 

・情報セキュリティインシデント対応手順書 

・業務委託及び機器等の購入における情報セキュリティ対策実施手順書 

・情報取扱手順書 

・例外措置手順書 

10 電話交換機等 使用する電話交換機並びにその関連機器(付随するハードウェア(ファームウェア)及び市販ソフ

トウェアに係る設定等を含む 

11 WM 年金事務所の窓口等に設置され社会保険オンラインシステムの機能を実行する操作端末 
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項番 用語 説明 

12 年金給付システム周辺サーバ

システム 

年金給付システム統合運用管理基盤等を提供するシステム 

13 共通基盤システム 統合 ID管理システム、ウイルス対策システム及び監査システム等で構成されており、システム

基盤の共通化と情報セキュリティ強化を実現し、機構職員が利用するシステムを横断的に支える

基盤となるシステム 

 関連業者の一覧 

受託者は、「表 1.3.2.1関連業者一覧」に示す関連業者と連携する必要がある。 

表 1.3.2.1関連業者一覧 

項番 名称 説明 

1 遠隔地マシン室事業者 別途調達済みの「遠隔地マシン室利用契約（令和９年度以降）」の受託者 

遠隔地マシン室における各サービスの提供（ラック設備、電力設備、付帯作業、オプションサー

ビス等）を行う 

2 コールセンターシステム供給事

業者 

「コールセンターシステム設備(電話交換機等)の設置・供給業務等一式」の受託者 

コールセンターシステムの運用・保守等業務を行う 

3 電話回線事業者 電話通信回線を提供する事業者 

電話回線の提供及びナビダイヤル及びフリーダイヤルのサービスを提供する 

4 お客様対応業務システムアプリ

ケーション保守事業者 

「お客様対応業務システムの更改に係る設計・開発業務、アプリケーションプログラム保守及び

ソフトウェア製品保守業務」の受託者 

お客様対応業務システムのアプリケーションプログラム保守業務を行う 

5 統合運用管理事業者 「年金給付システム周辺サーバ等の統合運用管理業務」の受託者 

お客様対応業務システムの運用管理業務を行う 

6 統合ネットワーク事業者 「厚生労働省統合ネットワーク回線・機器に係る供給業務一式」の受託者 

統合NWの運用管理業務を実施するとともに、拠点間を繋ぐネットワークに係る調整を行う 

7 端末設備等運用管理事業者 「日本年金機構端末設備等運用管理サービス業務」の受託者 

本部ネットワーク、共通基盤システム、検疫システム、WMの運用管理業務等を行う 

8 現行遠隔地データセンタ事業

者 

現行遠隔地データセンタにおいて各サービスの提供を行っている事業者。 

別途調達予定の「遠隔地データセンタ原状回復工事」の受託者であり、現行遠隔地データセン

タを退去するにあたり、原状回復工事を行う 

 契約 

 契約期間 

本調達の契約期間は、契約締結の日から令和 10年 5月 31日までとする。 

 履行開始日 

本契約の履行開始日は、令和 10年 1月 4日とする。 

 支払 

本案件における支払いについて「表 1.4.2.1支払」に示す。 

表 1.4.2.1支払 

項番 区分 条件 支払時期 頻度 

1 移設及び環境変更等に係る

一時経費 

「移設完了報告書」及び「プロジェクト

完了報告書」の検査合格 

「移設完了報告書」及び「プロジェクト

完了報告書」の検査合格後 

一時経費 

 作業スケジュール 

本調達のスケジュールは、以下のとおり予定している。 

 契約締結予定日 ：令和 9年 7月 1日 

本調達に関連する移設スケジュール概要を「図 1.6.1 移設スケジュール概要」に示す。 

なお、詳細なスケジュールについては、機構と受託者において協議の上決定することとする。 
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図 1.6.1 移設スケジュール概要 

 担当部署・連絡先 

本仕様書に関する問合せ先は以下のとおりである。 

〒168-8505 東京都杉並区高井戸西 3-5-24 日本年金機構本部内 

システム企画部 システム基盤整備グループ(担当:戸嶋・屋代) 

電話: 03-6897-8090 
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 当該調達及び関連調達に関する事項 

 調達の単位、調達の方式、実施時期 

当該調達及びこれと関連する調達の調達単位、調達の方式、実施時期を、「表 1.4.2.1当該関連及び関連

調達」に示す。 

表 1.4.2.1当該関連及び関連調達 

項番 調達案件名 調達方式 実施時期(予定) 

1  遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び

環境変更等業務（区分２） 

一般競争入札  

(最低価格落札方式) 

入札公告(官報公示) :令和 9年 6月 

落札者決定 :令和 9年 6月 

2  遠隔地マシン室利用契約（令和９年度以降） 一般競争入札 

(総合評価落札方式) 

契約済 

3  遠隔地データセンタ原状回復工事 随意契約 契約期間 :詳細未定 

4  厚生労働省統合ネットワーク回線・機器に係

る供給（第５期）一式 

随意契約 契約期間 :令和 8年 9月から令和 13年 3月ま

で 

 

 調達案件間の入札制限 

本調達と「表 1.4.2.1当該関連及び関連調達」に示す関連する調達案件との間の入札制限は設けないこと

とするが、本調達における入札制限の詳細については、「8.2入札参加制限」を参照のこと。 

 

  

                                                                                                         

本調達 
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 移設及び環境変更等に求める要件に関する事項 

 情報セキュリティに関する事項 

 基本事項 

「日本年金機構情報セキュリティポリシー」に準拠した情報セキュリティ対策を講ずること。 

なお、「日本年金機構情報セキュリティポリシー」は非公表であるが、参考資料 1「政府機関等のサイバー

セキュリティ対策のための統一基準群」、参考資料 2「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一

基準」及び参考資料 3「政府機関等の対策基準策定のためのガイドライン」に準拠しているので、必要に応

じ参照すること。 

「日本年金機構情報セキュリティポリシー」等の開示については、契約締結後、受託者が機構に守秘義務

の誓約書を提出した際に開示する。 

 移設後の稼働環境に関する事項 

 施設・設備要件 

移設先となる遠隔地マシン室の設備要件は以下のとおり。 

 電源要件 

① 移設先のラックまでは、遠隔地マシン室事業者にて、ラックまでの電源ボックスを準備するため、受

託者による電源工事等の実施は不要である。 

② 必要な電源容量、必要な部材などを、遠隔地マシン室事業者と調整すること。 

③ ラック内におけるシステム機器等への配電に必要な PDU等は、受託者にて準備すること。 

 設備条件 

移設及び環境変更等で使用する製品及び製品の設置に係る施工は、国土交通省公共建築工事標準

仕様書に則ったものとし、下記の法令、基準及び規格に準拠すること。 

① 建築基準法 

② 大気汚染防止法 

③ 電気用品安全法 

④ 電気設備技術基準 

⑤ 日本産業規格(JIS) 

⑥ 日本電機工業会規格(JEM) 

⑦ 電気規格調査会標準規格(JEC) 
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 搬入出に関する事項 

 搬入出に係る要件 

受託者は、「別紙 1:移設対象機器一覧」に示す機器等を移設先へ搬送及び搬入出すること。 

移設対象であるシステム機器等の搬入出に関する要件を「表 3.3.1.1 搬入出に係る要件」に示す。 

なお、詳細なシステム構成については、応札希望者が閲覧できる資料③「 コールセンターシステムに関

する資料（設計書等）」を参照すること。 

表 3.3.1.1 搬入出に係る要件 

項番 項目 要求仕様等 

1 搬入出及び工事時間

帯 

遠隔地マシン室でのケーブル敷設や、稼働中の他システムへの影響が懸念される作業等については、

原則として、休日又は夜間での実施とすること 

遠隔地マシン室の入室にあたっては、入退室・物品搬入搬出申請等必要な手続きを行うこと。 

2 「別紙 1:移設対象機器一覧」に示すシステム機器等について、移設対象機器の選定及び移設方法を機

構と受託者が協議の上決定することとする。 

3 養生 作業にあたっては、建物内外、通路、階段及びエレベータ等に養生を施した上で、ビル設備及び他の

機器等に影響を与えることなく細心の注意を払うこと 

なお、ビル設備又は他の機器等を損傷させた場合には、受託者の責任及び負担において原状を回復

し、又は程度に応じて新品への取替えを行うこと 

4 搬入出経路 搬入出経路及び荷物エレベータの利用について、機構又は遠隔地マシン室事業者の指示に従うこと。 

5 不要物の処理 搬入出作業に伴い発生した不要物(梱包材、養生材等)及び搬入した機器の同梱付属品のうち、機構が

不要と定めたものについては速やかに回収し、受託者の責任及び負担において、適法かつ安全に廃棄

すること 

6 持ち込みラックに係る

対応 

（耐震固定を含む） 

持ち込みラックを設置する場合は、遠隔地マシン室事業者から開示される「遠隔地マシン室サービス利

用ガイドライン」に基づき、設置及び撤去に関する申し込みを行うこと 

7 通信ケーブルに係る対

応 

通信ケーブルを敷設する場合は、遠隔地マシン室事業者から開示される「遠隔地マシン室サービス利

用ガイドライン」に基づき、敷設及び撤去に関する申し込みを行うこと 

 環境変更に関する事項 

 環境変更に係る要件 

移設対象である本システムの環境変更に関する要件を「表 3.4.1.1 環境変更に係る要件」に示す。 

表 3.4.1.1 環境変更に係る要件 

項番 項目 要求仕様等 

1  環境変更 移設に係る環境変更等の作業を実施すること 

2  本システムの設計書及び各種マニュアルについて、必要に応じて修正すること 

 テストに関する事項 

 テスト概要 

テストの概要を「表 3.5.1.1 テスト概要」に示す。 

テストは、関連事業者と連携して行う必要があることから、受託者はテストの計画段階において、作業手順

や実施スケジュールに関する関連事業者との調整等を、主体的に行うこと。 

表 3.5.1.1 テスト概要 

項番 項目 要件 

1  動作確認テスト 移設及び環境変更等の実施後に、システムが正常に動作することを確認するためのテストを実施するこ

と 

 テスト実施要件 

各テスト工程におけるテスト実施要件を以下に示す。 
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 システム動作確認テスト 

① 移設及び環境変更等の実施後に、システムが正常に動作することの確認を目的としたテストを、受

託者が主体となり実施すること。 

② システム動作確認テストに当たり必要な手順やデータについては、受託者において用意すること。 

③ システム動作確認テストに当たり環境設定が必要な場合は、受諾者において環境設定作業を実施

すること。 

 留意事項 

① システム動作確認テストについては、休日又は夜間における対応が必要となること。 

② システム動作確認テストに必要な機器、ツール等は、受託者の責任及び負担において準備し、作業

終了後、速やかに撤去すること。 

 

  



調達仕様書（遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分２）） 

8 

 作業の実施内容に関する事項 

 調達内容 

 役務に係る内容 

「第 3章 移設及び環境変更等に求める要件に関する事項」に基づいて、以下に掲げる役務を実施する

こと。 

 役務項目 

① プロジェクト管理等業務 

(i) プロジェクト管理 

(ii) 情報セキュリティ管理 

(iii) 品質管理 

② 移設及び環境変更等業務 

(i) 搬入出 

(ii) 環境変更 

(iii) テスト 

 役務の概要 

役務の概要を以下の「表 4.1.1.1役務概要」に示す。また、受託者、現行遠隔地データセンタ事業者及

び遠隔地マシン室事業者との役務分担を、「表 4.1.1.2現行遠隔地データセンタ及び遠隔地マシン室

における役務分担」に示す。 

表 4.1.1.1役務概要 

項番 区分 概要 主な作業内容の記載箇所 

1  プロジェクト管理業務 移設及び環境変更等の実施期間におけるプ

ロジェクト管理、情報セキュリティ管理、品質

管理に係る業務 

・「6.3 情報セキュリティ管理」 

・「7.4 検査」 

2  移設及び環境変更等業務 システム機器の搬入出、環境変更、テスト等

の業務 

・「第 3章 移設及び環境変更等に求める要

件に関する事項」 

表 4.1.1.2現行遠隔地データセンタ及び遠隔地マシン室における役務分担 

項番 ロケーション 役務 本受託者 

現行遠隔地

データセンタ

事業者 

遠隔地 

マシン室 

事業者 

1  - スケジュール調整 ◎   

2  現行遠隔地データセンタ ラック取り外し工事 ○ ◎  

3  ケーブル撤去（光ケーブル除く）  ◎  

4  遠隔地マシン室 標準ラック準備   ◎ 

5  標準電源準備   ◎ 

6  オプション工事 

・持ち込みラック据え付け工事 

・ケーブル敷設 

○  ◎ 

◎…主たる作業者、〇…当該役務に関して作業担当と密に連携し、作業協力 

 留意事項 

役務を実施するにあたり、応札希望者が閲覧できる資料①「遠隔地マシン室に関するガイドライン」を

参照したうえで、移設対象システムを運用する事業者と密接に連携するとともに、更改等スケジュール
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に対して柔軟に対応すること。 

 成果物の範囲、納品期限等 

 成果物等 

 成果物 

本調達における主な成果物を、「表 4.2.1.1成果物一覧」に示す。 

納品されるドキュメントについては､記載レベル､記載内容等を明らかにし､メンテナンス性を考慮したも

のとすること｡ 

なお、各成果物の作成様式については、機構と協議すること。 
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表 4.2.1.1成果物一覧 

項番 対応する役務内容 成果物 概要 納品期限 

1  4.1.1(1)①プロジェク

ト管理等業務 

プロジェクト実施計

画書 

プロジェクトに係る役務の目的・概要、スコープ定義、体制図(参画する担当者とその役割を示すドキュメント)、マスタス

ケジュール(役務等の実施)、テスト方針(テスト方法、テスト範囲等)、要員計画、プロジェクト管理計画(品質管理、課題

管理、リスク管理、進捗管理、変更管理)、推進計画(納品する成果物、進捗報告の確認方法と時期等)が記載されたド

キュメント 

履行開始後 2 週間以内 

2  WBS(事前) 本プロジェクトにおいて実施される全ての作業について、進捗状況及び投入工数を、細分化・階層構造化して記述す

ること。プロジェクト管理ツール等を用いて作成したものでもよい 

また、本成果物の納品以降に実施される、機構及び受託者による進捗報告会議においては、本成果物を活用した報

告資料を作成・提示すること 

3  情報セキュリティ管

理計画書 

情報セキュリティ対策の遵守方法及び管理体制等に関する計画を取りまとめたドキュメント 

4  経費内訳 役務に関する経費、整備経費及び保守経費を記載したドキュメント 

なお、詳細は「4.2.2情報システムの経費区分」を参照すること 

5  4.1.1(1)②移設及び

環境変更等業務 

移設計画書 移設及び環境変更等に必要な手順、詳細なスケジュール並びにテスト内容等を記載したドキュメント 移設開始の 2週間前ま

で 

6  移設完了報告書 移設及び環境変更等業務の実施結果を報告するドキュメント 令和 10年月 5末まで 

7  4.1.1(1)①プロジェク

ト管理等業務 

プロジェクト完了報

告書 

プロジェクト完了までの役務の実施結果を報告するドキュメント 

「プロジェクト実施計画書」で定義した項目に加え、各成果物の提示状況、プロジェクト目標と達成状況、スケジュー

ル、残リスクと対策、品質確保施策の結果、会議体系とシステムの稼働状況、トラブル発生状況、問合せ状況等を記載

すること 

8  WBS(事後) 「WBS(事前)」に対して、下記項目の実績値を反映した資料で、以下の事項を含むもの 

・WBS番号 ・タスク名 ・開始日(予定及び実績) ・終了日(予定及び実績) 

・工数(予定及び実績) ・達成率 ・作業責任者 

 その他提出物 

本調達における成果物以外に、機構への提出が必要となる主な資料等を「表 4.2.1.2その他提出物一覧」に示す。 

表 4.2.1.2その他提出物一覧 

項番 提出時期 提出資料 概要 記載箇所 

1  資料閲覧時 調達仕様書 別添 3 

守秘義務に関する誓

約書 

応札を希望する事業者で本調達に係る資料について閲覧を希望する場合は、別添 3「守秘義務に関する誓約書」を

提出すること(閲覧日当日の提出で可) 

「11.3閲覧要領」  

2  応札前 実施計画書 契約書及び仕様書に定める全ての内容、情報セキュリティ対策、業務の履行場所、作業スケジュール、工程管理体

制、品質管理体制等、使用する機器・設備等を記載すること 

「8.1.3履行可能性審査

に関する要件」 

3  情報セキュリティ管

理計画書(案) 

情報セキュリティ対策の遵守方法及び管理体制等に関する計画を取りまとめた「情報セキュリティ管理計画書(案)」を

提出すること 
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項番 提出時期 提出資料 概要 記載箇所 

4  開札から 5営業日以

内 

経費内訳(案) 機構が指定するフォーマットを用い、経費内訳を「1.7担当部署・連絡先」に示す問い合せ先に提出すること 「4.2.2情報システムの経

費区分」 

5  履行開始の前日まで 調達仕様書 別添 3 

守秘義務に関する誓

約書 

本業務の実施に当たり、契約締結後速やかに、本調達仕様書の別紙 3「守秘義務に関する誓約書」を機構に提出す

ること 

「日本年金機構情報セキュリティポリシー」、「情報セキュリティ対策実施手順書群」及び「日本年金機構個人情報保護

管理規程」については、契約締結後、受託者が機構に別添 3「守秘義務に関する誓約書」を提出した際に開示する 

「6.1機密保持、資料の

取扱い」 

「6.2遵守する法令等」 

6  再委託又は再々委

託の実施前まで 

※審査期間を要する

ため留意すること 

調達仕様書 別添 6 

再委託等に関する申

告書 

受託業務の一部を再委託等する場合、受託者は再委託等に係る事業者から、別添 6「再委託等に関する申告書」を

徴取し機構へ提出するとともに承認を受けること 

「9.2 承認手続」 

7  調達仕様書 別添 7 

再委託等に係る承認

申請書 

再委託等に係る事業者の商号又は名称及び住所､再委託等を行う業務の範囲､再委託等を行う合理的理由､契約金

額及びその他必要と認められる事項について記載した、別添 7｢再委託等に係る承認申請書｣を提出し､機構の承認

を受けること 

8  再委託又は再々委

託の内容変更時 

調達仕様書 別添 7 

再委託等に係る承認

申請書 

当初申請内容に変更が生じた場合は､改めて別添 7｢再委託等に係る承認申請書｣を提出した上で､承認を受けること 

9  再委託等の承認通

知後 

調達仕様書 別添 8 

受託証明書 

機構からの承認通知を受領した際は､申請書のとおりに再委託､再々委託が行われていることを証明するため､受託者

は別添 8｢受託証明書｣を再委託先､再々委託先から徴取し機構へ提出すること 

10  再委託又は再々委

託の承認通知後、機

構から提示の要求が

あった場合 

再委託先（又は再々

委託先）との守秘義

務等の契約書の写し 

機構から受託者に課せられている守秘義務等と同等以上の条件（本契約終了後の秘密保持を含む）及び必要に応

じ、受託者が自ら、再委託先等に対して調査等を実施することを可能とする条項が含まれた契約を締結することとし、

機構からその契約書の写しについて提示の要求があった場合は、速やかにこれを提示するものとする 

契約書 

11  「委託開始後速やか

に」及び「委託開始

後 1年を経過するご

とに」 

調達仕様書 別添 5 

法令及び契約内容

の遵守状況に関する

報告書 

外部委託開始後速やかに、別添 5「法令及び契約内容の遵守状況に関する報告書」を提出すること 

また、外部委託を複数年で契約した場合は、外部委託の開始後１年を経過するごとに、本調達仕様書の別添 5「法令

及び契約内容の遵守状況に関する報告書」を提出すること 

「6.2遵守する法令等」 

12  別途指示 情報セキュリティ等

履行状況報告書(任

意様式) 

機構が受託者に求める情報セキュリティ対策の履行状況を記載した報告書 「6.4.2 情報セキュリティ

監査」 

13  認証終了日から 1か

月以内 

第三者評価等の公

的資格・認証の証明

書 

受託者が委託業務開始前に機構へ提出した、情報セキュリティに関する第三者評価の認証を証明できる書類(プライ

バシーマーク又は ISO/IEC27001又は JISQ27001の写し)において、契約期間中にその認証期間が切れる場合、受

託者は、その認証期間を更新すること 

受託者は、認証終了日から 1か月以内に、情報セキュリティに関する第三者評価の認証期間が更新されたことが証

明できる書類の写しを機構に提出すること 

「10.1.4 情報セキュリティ

に関する第三者評価の

認証を証明できる書類の

提出」 

14  受託業務完了後 調達仕様書 別添 4 

個人情報等の返却・

廃棄等に関する報告

書 

受託業務完了後、本業務の実施の過程で機構が開示した情報、他の受託者が提示あるいは作成した情報を削除又

は返却し、本調達仕様書の別添 4「個人情報等の返却・廃棄等に関する報告書」を機構へ提出すること 

「6.1機密保持、資料の

取扱い」 
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 情報システムの経費区分 

受託者は、履行開始後 2週間以内に、「表 4.2.2.1情報システムの経費区分」を参考とし、対応する調達

内容欄に記載された経費区分から成る「経費内訳」を機構へ提出すること。 

表 4.2.2.1情報システムの経費区分 

項番 経費区分 摘要 対応する調達内容 

1  整備経費 情報システムの整備(新規開発、機能改修・追加、更改及びこ

れらに付随する環境の整備をいう。)に要する一時的な経費 

 

2   調査研究等経費 情報システムの整備に当たり、業務の設計、要件定義を行う

目的で行う現状分析、プロトタイプ作成、ドキュメント作成支

援、調査研究等に要する経費（最適化計画の策定に要する

経費を含む） 

 

3  設計経費 情報システムの整備に際し、その開発に関する設計書の作

成に要する経費 

4.1.1(1)②(ii)環境変更 

4  開発経費 情報システムの整備に際し、情報システムのプログラミング、

パラメータ設定等による情報システムの開発(単体テストを含

む。)に要する経費 

4.1.1(1)②(ii)環境変更 

5  据付調整経費 ハードウェア製品やラックの搬入・据付け、ネットワークケーブ

ルの敷設等、情報システムの物理的な稼働環境の整備に要

する経費 

4.1.1(1)②(i)搬入出  

6  テスト経費 移設及び環境変更等の稼働確認テスト、正常動作確認テスト

に要する経費 

4.1.1(1)②(iii)テスト  

7  移行経費 情報システムのシステム移行及びデータ移行に要する経費  

8  廃棄経費 情報システムの廃止及び更改に伴う、ハードウェア製品やラ

ック、ネットワークケーブル等の撤去及び廃棄に要する経費 

 

9  プロジェクト管理 

支援経費 

情報システムの整備に関するプロジェクト管理に要する経費 4.1.1(1)①プロジェクト管理等業務 

10  施設整備等経費 情報システムを構成するハードウェア製品を設置する施設、

データ等を保管する施設又は運用事業者等が運用、保守等

を行うために駐在する施設の整備、改修等に要する経費 

 

11  ハードウェア 

製品買取り経費 

情報システムを構成するハードウェア製品の買取りに要する

経費 

 

12  ソフトウェア 

製品買取り経費 

情報システムを構成するソフトウェア製品のライセンスの買取

り又は更新に要する経費 

 

13  その他整備経費 項番 2から 12までのいずれにも該当しない情報システムの

整備に要する経費 

 

14  運用等経費   

15   システム 

運用経費 

情報システムの正常な稼働を保持するために行うハードウェ

ア製品の状態把握、ファイルの管理、アプリケーションプログ

ラムの設定等の管理、障害に対する予防等の措置等、仕様

変更や構成変更を伴わない情報システムの技術的及び管理

的業務の実施に要する経費 

 

16  業務運用支援経

費 

情報システムの稼働にあたって、業務実施部門が行う業務

（データ作成（Webサイトや eラーニングのコンテンツ作成

等））の運用支援に要する経費 

 

17  操作研修等経費 情報システムの利用にあたって、当該情報システム部門の担

当者又は情報システムの利用者に対する操作研修等（教材

作成・更新を含む。）に要する経費 

 

18  ヘルプデスク経

費 

情報システム利用者からの問合せに対し、解決策を講ずるた

めに行う業務に要する経費 

 

19  コールセンター

経費 

情報システム利用者からの問合せに対し、あらかじめ決めら

れた事項を案内又は回答する業務に要する経費（主に大量

の問合せがある場合が該当） 

 

20  アプリケーション

プログラム保守

経費 

開発した情報システムについて、障害や技術革新等の外部

環境の変化に対して情報システムの機能を仕様どおり正常

な状態に保つために行うアプリケーションプログラムの改修、

設定変更等に要する経費 

 



調達仕様書（遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分２）） 

13 

項番 経費区分 摘要 対応する調達内容 

21  ハードウェア 

製品保守経費 

情報システムを構成するハードウェア製品について、障害や

技術革新等の外部環境の変化に対して情報システムの機能

を仕様どおり正常な状態に保つために行う業務に要する経

費 

 

22  ソフトウェア 

製品保守経費 

情報システムを構成するソフトウェア製品について、障害や

技術革新等の外部環境の変化に対して情報システムの機能

を仕様どおり正常な状態に保つために行う業務に要する経

費 

 

23  監査経費 情報システムについて、システム監査又は情報セキュリティ

監査の実施に要する経費 

 

24  情報セキュリティ

検査経費 

情報システムについて、ペネトレーションテスト、脆弱性診断

等の情報セキュリティ検査・診断の実施に要する経費 

 

25  ハードウェア 

製品借料 

情報システムを構成するハードウェア製品について、その使

用に要する借料 

 

26  ソフトウェア 

製品借料 

情報システムを構成するソフトウェア製品について、その使

用に要する借料 

 

27  サービス利用料 情報システムの稼働又は利用にあたって、ASP、SaaS、PaaS、

ホスティングサービス等、国の行政機関以外の者が提供する

サービスの利用に要する経費 

 

28  通信回線料 情報システムを構成するネットワークにおいて必要となる通

信回線の利用に要する経費 

 

29  施設利用等経費 情報システムを構成するハードウェア製品を設置する施設、

データ等を保管する施設又は運用事業者等が運用、保守等

を行うために駐在する施設の利用等に要する経費 

 

30  その他運用 

等経費 

項番 15から 29までのいずれにも該当しない情報システム

の運用等に要する経費 

 

 納品方法 

 成果物は、以下の内容を遵守した上で納品すること。 

① 成果物は、全て日本語で作成すること。ただし、日本国においても、英字で表記されることが一般的

な文言については、そのまま記載しても構わないものとする。 

② 用字・用語・記述符号の表記については、「公用文作成の考え方(建義)(令和 4年 1月 7日 文化審

議会)」に準拠すること。 

③ 情報処理に関する用語の表記については、原則、日本産業規格(JIS)の規定に準拠すること。 

④ 成果物は紙媒体又は電磁的記録媒体(CD-R等や機構が用意するセキュア USB)により作成し、機

構から特別に示す場合を除き、原則紙媒体及び電磁的記録媒体を 1部ずつ納品すること。 

ただし、紙媒体が大量になる場合は、機構と協議、合意のうえ、電磁的記録媒体のみでの納品を可

とする。 

また、テスト結果等であって電子ファイルにて納品できないものについては、機構は協議に応じるも

のとする。 

⑤ 媒体での納品を求める場合の用紙のサイズは原則として日本産業規格A列 4番とするが､必要に

応じて日本産業規格A列 3番を使用すること｡ 

⑥ 電磁的記録媒体による納品について､ファイルはOffice Open XLMの docx拡張子､xlsx拡張子又

は pptx拡張子のファイル形式で作成すること｡ただし､左記ファイル形式で納品が困難な場合は､機

構と事前に協議の上､PDFのファイル形式で作成すること｡ただし､機構が他の形式による提出を求

める場合は､協議の上､これに応じること｡ 

なお､受託者側で他の形式を用いて提出したいファイルがある場合は､協議に応じるものとする｡ 

⑦ 納品後、機構において改変が可能となるよう、図表等の元データも併せて納品すること。 

⑧ 成果物の作成に当たって、特別なツールを使用する場合は、機構の承認を得ること。 
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⑨ 成果物が外部で不正に使用されたり、納品過程において改ざんされたりすることのないよう、安全な

納品方法を提案し、成果物の情報セキュリティの確保に留意すること。 

⑩ 電磁的記録媒体により納品する場合は、不正プログラム対策ソフトウェアによる確認を行う等して、成

果物に不正プログラムが混入することのないよう、適切に対処すること。なお､対策ソフトウェアに関

する情報(対策ソフトウェア名称､定義パターンバージョン､確認年月日)を記載したラベルを貼り付け

ること｡ 

⑪ 機構が指定する「納品物等確認依頼書」に､受託者の責任者､品質管理責任者及び担当者が押印

し､成果物に添付すること｡ 

 履行期限 

受託者は、「第 3章 移設及び環境変更等に求める要件に関する事項」に示す要件に従って以下の履行

期限を遵守すること。 

 移設作業等の完了期限 

令和 10年 5月末 

 納品場所 

原則として、成果物は、「表 4.2.5.1納品場所一覧」に示す場所において引渡しを行うこと。 

ただし、機構が納品場所を別途指示する場合はこの限りではない。 

表 4.2.5.1納品場所一覧 

項番 納品品目 納品場所 

1  成果物 機構本部(高井戸) システム企画部 システム基盤整備グループ 

東京都杉並区高井戸西 3-5-24 
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 作業の実施体制・方法に関する事項 

 作業実施体制 

受託者に求める作業実施体制を、「図 5.1.1 作業実施体制」及び「表 5.1.1作業実施体制と役割」に示す。 

受託後から契約終了日までの間において、調整窓口等の体制を定め、機構及び関連業者からの問合せ等

について速やかに対応すること。 

なお、受託者内のチーム編成については想定であり、受託者決定後に協議の上、決定する。 

本調達受託者 関連事業者

連絡・調整 連絡・調整

日本年金機構

遠隔地マシン室事業者

現行遠隔地データセンタ事業者

電話回線事業者

お客様対応業務システム

アプリケーション保守事業者

統合ネットワーク事業者

端末設備等運用管理事業者

コールセンターシステム供給事業者

統合運用管理事業者

　プロジェクト管理グループ
　　・プロジェクト統括責任者

　　・プロジェクト管理者

　　・品質管理責任者

　移設作業グループ
　　・移設作業グループ責任者

　　・移設作業グループ要員

　情報セキュリティ管理グループ
　　・情報セキュリティ管理責任者 連絡

・

調整

 

図 5.1.1 作業実施体制 

 

表 5.1.1作業実施体制と役割 

項番 組織又は要員 役割 

1 プロジェクト管理グループ プロジェクトの全体を統括するグループ。 

2  プロジェクト統括責任者 本業務全体を統括し、必要な意思決定を行う。 

3 プロジェクト管理者 本業務全体の管理者として、機構への報告、各種調整作業を行う。 

4 品質管理責任者 品質マネージメントシステムに基づいて、役務及び成果物の品質を管理する。 

5 情報セキュリティ管理グループ 本業務における情報セキュリティ対策全般について、第三者的な立場で指導・助言・管

理を行うグループ。 

6  情報セキュリティ管理責任者 独立的な立場から、情報セキュリティの遵守状況を管理するため、本プロジェクト内にお

ける、他のグループの管理者及び要員でないこと。 

7 移設作業グループ 移設作業における搬入出、環境変更及びテスト等の作業を行うグループ。 

8  

 

移設作業グループ責任者 移設作業における各工程の計画策定及び進捗管理並びに納期・品質の確保に必要な

プロジェクト管理を実施するものとする。 

9 移設作業グループ要員 移設作業における搬入出、環境変更及びテスト等の作業を担う。 

 

 管理体制 

 本業務の実施に当たり、機構の意図しない変更が行われないことを保証する管理が、一貫した品質保



調達仕様書（遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分２）） 

16 

証体制の下でなされていること。 

また、当該品質保証体制が書類等で確認できること。 

 本業務に機構の意図しない変更が行われる等の不正が見つかった時(不正が行われていると疑わし

い時も含む)に、追跡調査や立入検査等、機構と受託者が連携して原因を調査・排除できる体制を整

備していること。 

また、当該体制が書類等で確認できること。 

 当該管理体制を確認する際の参照情報として、資本関係・役員等の情報、本業務の実施場所、本業

務従事者の所属・専門性(情報セキュリティに係る資格・研修実績等)・実績及び国籍に関する情報の提

供を行うこと。 

なお、国籍に関する情報の確認は、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準（令和

５年度版）」の規定により実施するものであり、主に委託事業者に対して外国政府からの影響を受ける 

おそれが十分排除されていることを確認することを目的とする。 

 受託者は、本業務で知り得た情報を適切に管理するため、次に掲げる体制を確保し､当該体制を確保

していることを証明するため､担当部署に対し｢情報取扱者名簿｣(当該業務に従事する者のうち､保護

を要する情報を取り扱う可能性のある者の名簿をいう｡業務の一部を再委託する場合は再委託先も含

む｡)､｢情報セキュリティを確保するための体制を定めた書面(情報管理体制図､情報管理に関する社内

規則等)｣(業務の一部を再委託する場合は再委託先も含む｡)及び｢業務従事者名簿｣(当該業務に従事

する者の名簿をいう｡)を提出すること｡ 

（確保すべき体制） 

① 情報取扱者は、本業務の遂行のために必要最低限な範囲の者とすること。 

② 受託者が本業務で知り得た情報について、担当部署が承認した場合を除き、受託者の役員等を含

め、情報取扱者名簿に記載のある者以外の者に伝達又は漏洩されないことを保証する履行体制を

有していること。 

③ 受託者が本業務で知り得た情報について、担当部署が承認した場合を除き、受託者の親会社、地

域統括会社、ブランド・ライセンサー、フランチャイザー、コンサルタントその他の受託者に対して指

導、監督、業務支援、助言、監査等を行う者を含め、受託者以外の者に伝達又は漏洩されないこと

を保証する履行体制を有していること。 

※「情報取扱者名簿」には、情報管理責任者（当該業務の情報取扱の全てに責任を有する者）、情

報取扱管理者（当該業務の進捗管理等を行い、保護を要する情報を取り扱う可能性のある者）、その

他保護を要する情報を取り扱う可能性のある者について、氏名、住所、生年月日、所属部署、役職

等を、業務の一部を再委託する場合は再委託先も含めて、記載すること。なお、情報管理責任者

は、情報の取扱いに関して、情報セキュリティが侵害され又はそのおそれがある場合等の非常時に

おける対策を定めるとともに、その内容を従事者に徹底すること。また、情報取扱管理者を指定する

こと。 

※「業務従事者名簿」には、当該業務に従事する者について、氏名、所属部署、役職、学歴、職歴、

業務経験、研修実績その他の経歴、専門的知識その他の知見、母語及び外国語能力、国籍等を記

載すること。 

 受託者は、「情報セキュリティを確保するための体制」に変更がある場合は、あらかじめ担当部署に申

請を行い、承認を得なければならないこと。 
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 受託者は、本業務で知り得た情報について、担当部署が承認した場合を除き、受託者の役員等を含

め、情報取扱者以外の者に伝達又は漏洩してはならないこと。受託者は、本業務で知り得た情報につ

いて、担当部署が承認した場合を除き、受託者の親会社、地域統括会社、ブランド・ライセンサー、フラ

ンチャイザー、コンサルタントその他の受託者に対して指導、監督、業務支援、助言、監査等を行う者

を含め、受託者以外の者に伝達又は漏洩してはならないこと。 

 本業務の実施に当たっては、進捗や作業内容を共有するため、定例会議を毎月１回以上開催するも

のとする。 

また、定例会議の議事録を作成し、機構の内容確認を受けること。 

なお、機構が認めた場合は、稼働実績や稼働状況の報告書並びに各種資料や成果物の提出を受け

ることで定例会議の代わりとすることができるものとする。 

 前(1)～(4)で求める内容や体制（情報セキュリティ管理体制を含む）等に変更等がある場合は、直ちに

機構へ連絡し指示を受けるとともに、定例会議等でその内容を報告すること。 

 作業要員に求める資格等の要件 

 プロジェクト管理グループ 

 プロジェクト管理グループに、以下の要員を配置すること。 

① プロジェクト統括責任者 

② プロジェクト管理者 

③ 品質管理責任者 

 プロジェクト統括責任者 

以下に示す要件に該当する者をプロジェクト統括責任者として配置し、プロジェクト全体を統括し、必要

な意思決定を行わせることによって、委託業務を円滑に遂行すること。 

① システム開発等の情報処理業務の経験年数が 5年以上であること。 

 プロジェクト管理者 

以下に示す要件に該当する者をプロジェクト管理者として配置し、その者に、「プロジェクト実施計画

書」の作成、要員の配置等必要な体制の確立及び納期・品質の確保に必要なプロジェクト管理を実施

させることによって、委託業務を円滑に遂行すること。 

① システム開発等の情報処理業務の経験年数を 3年以上有し、かつシステム設計・開発の作業グ

ループ責任者としての経験を有する者又は同等の実績を有する者。 

 品質管理責任者 

以下に示す要件に該当する者を品質管理責任者として配置すること。 

① 品質管理責任者は、品質管理業務の管理責任者として、3年以上の経験を有すること。 

 その他の事項 

① プロジェクト管理者は、原則として全ての進捗会議及び品質評価会議に出席することを義務づけ

るものとする。 

② 作業品質の確保のため、プロジェクト統括責任者及びプロジェクト管理者は、プロジェクト終了ま

で継続して従事すること。万一交代する場合は、同等以上の資格及び経験等を有する人物が担
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当するものとし、事前に機構の承認を得ること。 

 情報セキュリティ管理グループ 

 情報セキュリティ管理グループには、情報セキュリティ管理責任者を配置すること。 

 情報セキュリティ管理責任者 

情報セキュリティ管理責任者は、以下に示す要件の全てを満たすこと。 

① 独立的な立場から、情報セキュリティの遵守状況を管理するため、本プロジェクト内における、他

のグループの管理者及び要員でないこと。 

② 以下に掲げるいずれかの資格又は同等の経験を有すること。 

(i) 「情報処理の促進に関する法律」に基づき実施される情報処理技術者試験の情報セキュリ

ティスペシャリスト試験(テクニカルエンジニア(情報セキュリティ)試験かつ情報セキュリティア

ドミニストレータ試験を含む)の合格者 

(ii) 「情報処理の促進に関する法律」に基づき実施される情報処理技術者試験の情報処理安

全確保支援士試験の合格者 

(iii) 「情報処理の促進に関する法律」に基づき実施される情報処理技術者試験のシステム監査

技術者試験の合格者 

(iv) (ISC)2が認定する情報セキュリティプロフェッショナル認定資格「CISSP」の資格保有者 

(v) 情報システムコントロール協会(ISACA)が認定する、公認情報セキュリティマネージャ(CISM)

又は公認情報システム監査人(CISA)の資格保有者 

(vi) 日本セキュリティ監査協会(JASA)が認定する、公認情報セキュリティ監査人(CAIS)の資格保

有者 

 移設作業グループ 

 移設作業を適正に運用できるよう、体制全体を適宜作業グループに分割するとともに、それぞれのグ

ループに以下の要員を配置すること。 

① 移設作業グループ責任者 

担当するグループの管理業務を遂行するために必要な見識、スキル及び経歴を有する者を配

置すること。 

② 移設作業グループ要員 

情報システム機器等の搬入出、環境変更及びテストに関する見識、スキル及び経歴を有する者

を配置すること。 

 作業場所 

 機構が事前に提供すると指示した以下の作業場所及びその作業場所内の設備、備品及び消耗品等

を除き、管理業務及び遠隔地マシン室のサービス提供に必要となる設備、備品及び消耗品等につい

ては、受託者の責任において用意すること。 

① 各種会議の開催場所 (機構本部を想定するがリモート会議も可とする。) 

② 機構が指定する作業場所 

③ 現行遠隔地データセンタ 

④ 遠隔地マシン室 
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 各種作業については、機構に承認を得た作業場所で作業を実施すること。 

 機構で作業を実施するにあたっては、所定の手続に従って承認を得ること。 

 受託者側組織内で作業を行う場合には、作業を行う施設は、ICカード等電磁的管理による入退館管

理がなされていること。同様に、上記作業施設内の作業実施場所は、ICカード等電磁的管理による入

退室管理がなされていること。 

 管理に関する要領 

 基本事項 

受託者は、機構が承認した「プロジェクト実施計画書」に基づき、移設及び環境変更等に係る管理を行う

こと。 

 実施体制及び実施方法 

 準備期間においては、作業の進捗状況等を報告するため､機構の担当職員と会議を月次で行うこと｡ 

 当該会議の開催の都度､原則 3営業日以内に議事録を作成し､関係者に内容の確認を行った上で､機

構の担当職員の承認を得ること｡ 

 情報漏洩及び作業計画の大幅な遅延等の問題が生じた場合は､担当部署にその問題の内容につい

て報告すること｡ 
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 作業の実施にあたっての遵守事項 

 機密保持、資料の取扱い 

 受託者は、受託業務の実施の過程で機構が提供した情報(公知の情報を除く。以下同じ。)、他の受託

者が提示及び作成した情報・資料を、本受託業務の目的以外に使用又は第三者に開示若しくは漏洩

してはならないものとし、そのために必要な措置を講ずること。 

 受託者は､受託業務を実施するに当たり､機構が提供した情報･資料については管理台帳等により適

切に管理し､かつ､以下の事項に従うこと｡ 

① 機構の許可なく、複製はしないこと｡ 

② 機構の許可なく、情報を指定した場所から持ち出さないこと。なお、個人情報等の重要な情報が記

載された情報・資料に関しては、原則として社外に持ち出さないこと。 

③ 受託者組織内に移送する際は､暗号化や施錠等適切な方法により､情報セキュリティを確保すること｡

また､機構との調整等に必要な場合及び返却時以外は原則として､受託者組織外に持ち出さないこ

と｡ 

④ 受託者組織内で作業を行う場合には､作業を行う施設は､ICカード等電磁的管理による入退館管理

がなされていること｡ 

⑤ 作業を行う施設内の作業実施場所は､ICカード等電磁的管理による入退室管理がなされているこ

と｡ 

⑥ 電磁的に情報･資料を保管する場合には､当該業務に係る体制以外の者がアクセスできないようアク

セス制限を行うこと｡また､アクセスログにより不審なアクセスがないかの確認を行うこと｡ 

⑦ 電子計算組織及び情報へのアクセスの際に使用するパスワードは、12文字以上で、英大文字、英

小文字、数字、記号のうち３種以上を組み合わせて設定をすること。 

なお、パスワードは文字数が多く推測困難な文字列を使用することとし、「氏名、生年月日等の個人

情報」、「法人・会社名を類推できるような文字列」、「キーボード配列に従った文字列」、「規則性のあ

る数を含む文字列」及びこれらの組合せ等の推測可能なパスワードは設定しないこと。 

⑧ 情報･資料を保管する端末やサーバ装置等は､受託者の情報セキュリティポリシー等により､サイバー

攻撃に備え､ウイルス対策ソフトウェア､脆弱性対策及び検知･監視等の技術的対策が講じられ､適切

に管理･運用される必要があるため､「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準」や

「日本年金機構情報セキュリティポリシー」に準拠し､管理等することとし､準拠した対応ができない場

合は､代替のリスク軽減策を講じ､機構の承認を得ること｡ 

⑨ 用務に必要がなくなり次第､速やかに機構に返却すること｡ 

⑩ 受託業務完了後､機構が提供した情報･資料を削除又は返却し､受託者において該当情報を保持し

ないことを誓約する旨の書類を機構へ提出すること｡ 

 機密保持及び情報･資料の取扱いについて、適切な措置が講じられていることを確認するため、機構

が遵守状況の報告や実地調査を求めた場合には応じること。 

 受託業務の実施に当たり、履行開始の前日までに、別添 3「守秘義務に関する誓約書」を機構に提出

すること。様式については機構から提供を受けること｡ 
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 遵守する法令等 

 「日本年金機構情報セキュリティポリシー」及び「情報セキュリティ対策実施手順書群」の最新版を遵守

すること。 

なお、「日本年金機構情報セキュリティポリシー」及び「情報セキュリティ対策実施手順書群」は非公表

であるが、参考資料 1「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群」、参考資料 2「政

府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準」及び参考資料 3「政府機関等の対策基準策

定のためのガイドライン」に準拠しているので､必要に応じ参照すること｡ 

｢日本年金機構情報セキュリティポリシー｣､｢日本年金機構個人情報保護管理規程｣及び｢情報セキュリ

ティ対策実施手順書群｣の開示については､契約締結後､受託者が担当職員に守秘義務の誓約書を提

出した際に開示する｡ 

 受託業務の実施において､現行情報システムの設計書等を参照する必要がある場合は､作業方法等

について機構の指示に従い､秘密保持契約を締結する等した上で､作業すること｡作業場所は､機構内

とすること｡ 

 受託者は、受託業務の実施において、民法、刑法、著作権法、不正アクセス行為の禁止等に関する法

律、個人情報の保護に関する法律等の関連する法令等を遵守すること。 

 「日本年金機構情報セキュリティポリシー」及び「情報セキュリティ対策実施手順書群」の改正が行われ

た場合は、改正点に関する影響調査及び対処方法の検討を行い、対応についての協議に応じること。 

 履行開始後すみやかに、別添 5｢法令及び契約内容の遵守状況に関する報告書｣を提出すること。 

また、履行開始後 1年を経過するごとに、別添 5｢法令及び契約内容の遵守状況に関する報告書｣を提

出すること。 

 情報セキュリティ管理 

本調達案件の応札希望者は、情報セキュリティ対策として、以下を含む情報セキュリティ管理計画書(案)を

応札時に提出すること｡ 

また､契約締結後､本調達仕様書「5.2管理体制」及び「第 6章作業の実施にあたっての遵守事項」におい

て記載した情報セキュリティ要件を満たす情報セキュリティ管理計画書を提出し､機構の承認を受けた上で、そ

れに基づき情報セキュリティ対策を実施すること。 

なお、機構は実施状況について、随時、実地調査できるものとする。 

 機構から提供する情報の目的外利用を禁止すること。 

 本業務の実施に当たり、受託者又はその従業員、本業務の役務の内容の一部を再委託する先、若しく

はその他の者による意図せざる不正な変更が加えられないための管理体制が整備されていること。 

 受託者の資本関係・役員等の情報、本業務の実施場所、本業務従事者の所属・専門性(情報セキュリ

ティに係る資格・研修実績等)・実績及び国籍に関する情報提供を行うこと。 

 情報セキュリティインシデントへの対処方法が確立されていること｡ 

 情報セキュリティ対策その他の契約の履行状況を定期的に確認し､機構へ報告すること｡ 
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 情報セキュリティ対策の履行が不十分であると機構が判断した場合は、速やかに改善策を書面にて提

出し、機構の承認を受けた上で実施すること。 

 機構が求めた場合に、速やかに情報セキュリティ監査を受入れること。 

 本調達の役務内容を一部再委託する場合は、再委託されることにより生ずる脅威に対して情報セキュ

リティが十分に確保されるように、「情報セキュリティ管理計画書」に記載された措置の実施を担保する

こと。 

 機構から要保護情報を受領する場合は､情報セキュリティに配慮した受領方法にて行うこと｡ 

機構から受領した要保護情報が不要となった場合は､これを確実に返却､又は抹消し､書面にて報告

すること｡ 

本業務において､情報セキュリティインシデントの発生又は情報の目的外利用等を認知した場合は､速

やかに機構に報告すること｡ 

機構へ提示する電子ファイルは事前にウイルスチェック等を行い、悪意のあるソフトウェア等が混入し

ていないことを確認すること。 

 監査 

 監査に関する事項 

 受託者は、機構から立入監査の実施を求められた場合は、予告・無予告に関わらずこれに協力するこ

と。立入監査は履行前、履行中、履行後にそれぞれ行うことがある。 

また、複数年契約の場合、１年ごとに履行中の立入監査を行うが、別途指示があった場合も対応するこ

と。 

 受託者は、機構が要求した監査項目を準拠できていることが確認できる書類を可能な限り機構へ提出

すること。 

 前項において、受託者の社内規程等のため、書類の提出ができない場合においても、機構が当該書

類の閲覧を求めた場合はこれに応じること。 

 再委託先並びに再委託先から更に業務を委託する第三者においても(1)～(3)が適用される｡ 

 機構が受託者の再委託先等への立入監査を求めた場合､受託者は再委託先等に協力させること｡ 

 情報セキュリティ監査 

 本調達に係る業務の遂行における情報セキュリティ対策の履行状況を確認するために、機構が情報セ

キュリティ監査の実施を必要と判断した場合は、機構がその実施内容（監査内容、対象範囲、実施者

等）を定めて、情報セキュリティ監査を行う（機構が選定した事業者による外部監査を含む）。 

 受託者は、機構から監査等の求めがあった場合に、速やかに情報セキュリティ監査を受け入れる部

門、場所、時期、条件等を「情報セキュリティ監査対応計画書」等により提示し、監査を受け入れること。 

 受託者は自ら実施した外部監査についても機構へ報告すること。 
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 情報セキュリティ監査の実施については、これらに記載した内容を上回る措置を講ずることを妨げるも

のではない。 

 業務履行後において当該業務に関する情報漏洩等が発生した場合であっても、監査を受け入れるこ

と。 

 履行完了後の資料の取扱い 

受託者は、担当部署から提供した資料又は担当部署が指定した資料の履行完了後の取扱い（返却・削除

等）について、本仕様書の定めの他、担当部署の指示に従うこと。 

 通報窓口の周知 

機構では、受託者の社員等からの通報を受け付ける専用窓口を設置しているので、以下の内容を社内で説

明・周知すること。 

 機構では、契約の適正な履行の確保を目的として、受託者に契約違反がある場合に、受託者の社員

等からの通報を受け付けることができるよう専用窓口を設置しています。 

 今般、貴社との契約を締結しましたので、当該契約について、今後、不適正な業務の実施が確認され

た場合又は疑われる場合がありましたら、次の専用窓口までご連絡ください。 

（通報窓口）日本年金機構へのご意見・ご要望 

① ホームページの場合 

機構ホームページの「日本年金機構へのご意見・ご要望」の投稿フォームにより受け付けていま

す。 

https://www2.nenkin.go.jp/do/mail/ 

② 郵送の場合 

〒168-8505 東京都杉並区高井戸西 3-5-24 

日本年金機構「日本年金機構へのご意見・ご要望の手紙」宛てにお送りください。 

 既存システムへの影響 

本作業において、遠隔地マシン室及び現行遠隔地データセンタに設置済みのシステムへ不具合等の影響

を与えた場合には、機構及び関連業者等と費用を含む対応について協議の上、直ちに対応を行うこと。 

  

https://www2.nenkin.go.jp/do/mail/
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 成果物の取扱いに関する事項 

 知的財産権の帰属 

 調達に係り作成・変更・更新されるドキュメント類およびプログラムの著作権(著作権法第 21条から第

28条までに定める全ての権利を含む。)は、受託者が調達の情報システム開発の従前から権利を保有

していた等の明確な理由により、あらかじめ知的財産権の帰属に係る表明書にて権利譲渡不可能と示

されたもの以外、機構が所有する現有資産を移行等して発生した権利を含めて全て機構に帰属する

ものとすること。 

また、機構は、納品された当該プログラムの複製物を、著作権法第 47条 3の規定に基づき、複製、翻

案すること及び当該作業を第三者に委託し、当該者に行わせることができるものとする。 

なお､当該表明書は応札時に実施計画書と併せて提出すること｡ 

 本件に係り発生した権利については、受託者は著作者人格権を行使しないものとすること。 

 調達に係り発生した権利については、今後、二次的著作物が作成された場合等であっても、受託者は

原著作物の著作権者としての権利を行使しないものとすること。 

 調達に係り作成・変更・修正されるドキュメント類およびプログラム等に第三者が権利を有する著作物

(以下、「既存著作物等」という。)が含まれる場合、受託者は、当該既存著作物等の使用に必要な費用

負担や使用許諾契約等に係る一切の手続を行うこと。 

この場合、受託者は、事前に当該既存著作物の内容について機構の承認を得ることとし、機構は、既

存著作物等について当該許諾条件の範囲で使用するものとする。 

 調達に係り第三者との間に著作権に係る権利侵害の紛争が生じた場合には、当該紛争の原因が専ら

機構の責めに帰す場合を除き、受託者の責任、負担において一切を処理すること。 

この場合、機構は係る紛争の事実を知ったときは、受託者に通知し、必要な範囲で訴訟上の防衛を受

託者に委ねる等の協力措置を講ずる。 

 保証 

 動作保証 

受託者は、契約期間中、移設したハードウェア及びソフトウェア製品一式の正常な動作を保証するとと

もに、移設したハードウェア及びソフトウェア製品一式が原因でシステムが正常に動作しない場合は、

機構と対策を協議の上、解決すること。 

 不具合に対する保証 

本調達の範囲において、以下のような事項が発生した場合は、受託者が責任を負うこと。 

① ハードウェア等一式の不具合 

② 移設及び環境変更等における過失 

 契約不適合責任 

 機構は､本仕様書｢7.4検査｣に規定する成果物の検査を完了した日を起算日として、１年以内に当該

成果物が契約の内容に適合していないこと（以下、「契約不適合」という。）（数量又は権利の不適合に
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ついては期間制限なく）を受託者に通知した場合は、次の①、②のいずれかを選択して請求すること

ができ、受託者はこれに応じなければならない。なお、機構は、受託者に対して②を請求する場合に

おいて、事前に相当の期間を定めて本項の履行を催告することを要しないものとする。 

① 機構の選択に従い､機構の指定した期限内に､受託者の責任と費用負担により､他の良品との引換

え､修理又は不足分の引き渡しを行うこと｡ 

② 直ちに代金の減額を行うこと｡ 

 機構は､前項の通知をした場合は､上記①､②に加え､受託者に対する損害賠償請求及び本契約の解

除を行うことができる｡ 

 受託者が契約不適合について知り若しくは重大な過失により知らなかった場合､又は契約不適合が重

大である場合は､上記(1)の通知期間を経過した後においてもなお上記(1)､(2)を適用するものとする｡ 

 検査 

受託者は、以下のとおり、成果物の検査を受けるものとする。 

 成果物は、「4.2.1(1) 成果物」に示す納品期限に、「4.2.5 納品場所」で指定する場所に納品すること。 

 検査の結果、成果物の全部又は一部に不合格品を生じた場合には、成果物を直ちに引き取り、必要

な修復を行った後、指定した日時までに修正が反映された全ての成果物を納品すること。 

 仕様書の記載内容について保証すること。 

 「4.2.1(1) 成果物」に記載された以外にも、必要に応じて成果物の提出を求める場合があるので、作成

資料は常に管理し、最新状態に保っておくこと。 
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 入札参加資格に関する事項 

 入札参加契約要件 

 公的な資格や認証等の取得 

プライバシーマーク付与認定、ISO/IEC27001 認証(国際規格)、JIS Q 27001 認証(日本産業規格)のう

ち、いずれかを取得していること。 

また、契約時、そのいずれかの認証の写しを提出すること。 

 受託実績 

過去 3年以内に、本案件と同等規模以上のシステムにおける、ハードウェア製品及びソフトウェア製品の

導入、環境構築及び保守業務を行った実績があること。 

 履行可能性審査に関する要件 

本調達仕様書「6.3情報セキュリティ管理」に基づいて作成した「情報セキュリティ管理計画書(案)」を作

成し提出すること。 

また、「情報セキュリティ管理計画書(案)」は、本業務で取り扱う情報等の特性を十分に踏まえて作成した

ものであること。 

なお、提出された「情報セキュリティ管理計画書(案)」において、履行可能性を認めることができないと機

構が判断した場合は、入札に参加することはできない。 

 入札参加制限 

本調達の公平性を確保するため、参加者は、以下に挙げる事業者並びにこの事業者の「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和 38年大蔵省令第 59号)第 8条に規定する親会社及び子会

社、同一の親会社を持つ会社並びに委託先事業者等の緊密な利害関係を有する事業者でないこと。 

 「厚生労働省全体管理組織（PMO）の支援【調達支援等】一式」（本調達の契約日の属する年度の前々

年度以降）の受託者 

 「日本年金機構におけるシステム支援等業務」（本調達の契約日の属する年度の前々年度以降）の受

託者 

 「社会保険オンラインシステム監査に係る外部委託」（本調達の契約日の属する年度の前々年度以降）

の受託者 

 「日本年金機構における情報セキュリティ監査に係る支援業務」（本調達の契約日の属する年度の

前々年度以降）の受託者 

 「日本年金機構における最高情報セキュリティアドバイザー及び情報セキュリティ対策支援等業務」（本

調達の契約日の属する年度の前々年度以降）の受託者 
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 再委託に関する事項 

 再委託の制限及び再委託を認める場合の条件 

 受託者は､受託業務の全部又は受託業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分

を第三者(受託者の子会社(会社法第 2条第 3号に規定する子会社をいう｡)を含む｡)に再委託すること

はできない｡ 

また､本事業の契約金額に占める再委託金額の割合は､原則 2分の 1未満とすること｡ 

受託者は､知的財産権､情報セキュリティ(機密保持及び遵守事項､ガバナンス等に関して本仕様書が

定める受託者)の債務を､再委託先事業者も負うよう必要な処置を実施すること｡ 

また､再委託先事業者の対応について最終的な責任を受託者が負うこと｡ 

 承認手続 

受託業務の一部を再委託等する場合は､受託者は再委託等先事業者から､別添 6｢再委託等に関する申告

書｣を徴取し機構へ提出し､あらかじめ再委託等の相手方の商号又は名称及び住所並びに再委託等を行う業

務の範囲､再委託の必要性及び契約金額について記載した別添 7｢再委託等に係る承認申請書｣を提出し､承

認を受けること｡ 

なお､再委託等の相手方は以下に挙げる事業者並びにこの事業者の「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則」(昭和 38年大蔵省令第 59号)第 8条に規定する親会社及び子会社、同一の親会社を持

つ会社並びに委託先事業者等の緊密な利害関係を有する事業者でないこと。 

① 「厚生労働省全体管理組織（PMO）の支援【調達支援等】一式」 

(本調達の契約日の属する年度の前々年度以降)の受託者 

② 「日本年金機構におけるシステム支援等業務」 

(本調達の契約日の属する年度の前々年度以降)の受託者 

③ 「社会保険オンラインシステム監査に係る外部委託」 

(本調達の契約日の属する年度の前々年度以降)の受託者 

④ 「日本年金機構における情報セキュリティ監査に係る支援業務」 

(本調達の契約日の属する年度の前々年度以降)の受託者 

⑤ 「日本年金機構における最高情報セキュリティアドバイザー及び情報セキュリティ対策支援等業務」

(本調達の契約日の属する年度の前々年度以降)の受託者 

当初申請内容に変更が生じた場合は、別添 7｢再委託等に係る承認申請書｣に変更内容を記載して提出

し、 承認を受けること｡ 

機構からの承認通知を受領した際は､申請書のとおりに再委託､再々委託が行われていることを証明するた 

め､受託者は別添 8｢受託証明書｣を再委託先､再々委託先から徴取し機構へ提出すること｡ 
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 その他特記事項 

 前提条件及び制約条件 

 実施計画書の提出 

受託者は、別添 1「実施計画書（案）」に必要事項を記載し（案）を削除した「実施計画書」を提出すること。 

 仕様書等の変更 

本件受託後に、仕様書の内容の一部について変更を行おうとする場合、その変更の内容、理由等を明記

した書面をもって機構に申し入れを行うこと。 

 仕様書等の明確化等 

 業務の処理方法等、別途委託要領に定めがある場合は同要領によることとする。 

 仕様書等では業務の処理方法が一義に定まらない事項があることを把握した時、又は仕様書等には

定めがないが判断を要する事項がある時には、機構と受託者は協議の上、仕様書等の不明瞭な点を

明確にするための書面を速やかに取り交わすこととする。 

 前項の書面の取り交わしが完了するまでの間の対応方法については、機構と受託者が協議の上決定

することとする。 

 情報セキュリティに関する第三者評価の認証を証明できる書類の提出 

受託者が委託業務開始前に機構へ提出した、情報セキュリティに関する第三者評価の認証を証明できる

書類(プライバシーマーク又は ISO/IEC27001又は JISQ27001の写し)において、契約期間中にその認証期

間が切れる場合、受託者は、その認証期間を更新すること。 

受託者は、認証終了日から 1か月以内に、情報セキュリティに関する第三者評価の認証期間が更新され

たことが証明できる書類の写しを機構に提出すること。 

 環境への配慮 

 調達に係る納品物については、参考資料 4「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律(グ

リーン購入法)」第 6条に基づく環境物品等の調達の推進に関する基本方針に定める判断の基準を満

たすこと｡ 

なお、本調達に関連する品目及び目標を「表 10.1.4.1グリーン購入法対象(参考)」に示すため、受託

者は留意すること。 

表 10.1.4.1グリーン購入法対象(参考) 

項番 区分 品目 目標 

1  設備 テレワーク用ライセンス 当該年度における調達による基準を満たす総調達件数(ライセンス

数)とする 

2  Web会議システム 当該年度における調達による基準を満たす総調達件数(システム数)

とする 

3  役務等 会議運営  当該年度に契約する会議の運営を含む委託業務の総契約件数に占

める、基準を満たす会議の運営を含む委託業務の  

契約件数の割合を 100%とする 
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 サービス提供にあたり、性能や機能の低下を招かない範囲で、消費電力節減、発熱対策、騒音対策

等の環境に対する配慮を行うこと。 

 その他 

 厚生労働省全体管理組織(PMO)が担当部署に対して指導、助言等を行った場合には、受託者もその

方針に従うこと。 

 受託者は、デジタル･ガバメント推進に係る政府の各種施策・方針等(今後出されるものを含む。)に従う

こと。 

 厚生労働省全体管理組織(PMO)が担当部署に対して指導･助言等を行った場合や工程管理支援事

業者が担当部署に対して助言等を行った場合には､受託者もその方針に従うこと｡ 
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 附属文書 

 参考資料 

本仕様書に記載の各府省で公表されている各種施策方針については、下の資料を参照すること。 

また、各府省で公表されている各種施策方針及びガイドラインについても必要に応じて確認すること。 

参考資料1 「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群」 

参考資料2 「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準」 

参考資料3 「政府機関等の対策基準策定のためのガイドライン」 

参考資料4 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律(グリーン購入法)」 

 応札希望者が閲覧できる資料 

入札期間中に開示予定の事業者が閲覧できる資料を以下に示す 

① 遠隔地マシン室に関するガイドライン 

入退室管理、マシン室利用に係るフロー、電源仕様、サーバラック・機器装置、ネットワーク、資材

等搬入及びオプションメニュー等が記載されている。 

② 現行の遠隔地データセンタに関するガイドライン 

入退館、駐車場の利用及び物品搬入等に関するガイドラインが記載されている。 

③  コールセンターシステムに関する資料（設計書等） 

 閲覧要領 

応札希望者が資料の閲覧を希望する場合は､公告期間中に本調達仕様書「1.7担当部署・連絡先」に事

前に連絡し承認を得た上で､別添 3「守秘義務に関する誓約書」を提出した場合に閲覧を許可する｡ 

なお､別添 3「守秘義務に関する誓約書」の提出は閲覧当日でよい｡ 

 閲覧条件 

① 閲覧する者は、「8.2入札参加制限」に該当せず、「8.1入札参加契約要件」を満たしており、当該入

札に参加する予定の者、又は予定の法人に勤務する者とする。 

 閲覧場所 

東京都杉並区高井戸西 3-5-24 

日本年金機構本部(高井戸)構内の指定場所 

※機構の都合により閲覧場所を変更する場合がある。 

閲覧日時 

閲覧可能期間:官報公告日から公示終了日の 2営業日前まで(土、日、祝祭日を除く) 

閲覧可能時間:10:00から 17:00まで(12:00から 13:00までの時間帯を除く) 

 閲覧手順 

① 閲覧希望日の 3営業日前までに希望日時を申請窓口に連絡する。希望日が複数社で重複した場

合は、機構において調整を行うのでその指示に従うこと。 

なお、希望日時に応じられない場合がある。 

② 指定された日時に閲覧場所で、「守秘義務に関する誓約書」の確認及び、閲覧者の本人確認を行

う。「資料閲覧申請書兼秘密保持誓約書」については、閲覧期間中に一度提出すれば閲覧日ごと
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に提出する必要はない。 

③ 閲覧者の本人確認は、社員証等、入札予定法人等の社員であることが確認できるもので行う。 

④ 閲覧には機構の職員が立ち会うので、閲覧者はその指示等に従うこと。 

⑤ 閲覧場所にはカメラ等の撮影機器及びパソコン等の記録媒体は持ち込めない。 

また、閲覧時に複写、又は写真撮影等を禁止する。違反行為があった場合は、機構は閲覧を中

止、退去を求める場合がある。 

⑥ 閲覧資料の内容についての質問の受付期限は実施計画書提出期限の 14営業日前までとし、実施

計画書の提出期限７営業日前までに回答する。 

 秘密保持誓約書受領後に開示する資料 

契約締結後に開示する資料を以下に示す。 

① 日本年金機構情報セキュリティポリシー 

② 日本年金機構個人情報保護管理規程 

③ 情報セキュリティ対策実施手順書群 

④ 本調達業務遂行に必要となる機構が定める規定及び実施手順等 



別紙1 移設対象機器一覧

項番 機器種別 機器名称 製品名称 型番 数量

1 サーバ CCManagerサーバ Express5800/R110k-1M N8100-2998Y 2

2 CCIntegratorサーバ Express5800/R110k-1M N8100-2998Y 2

3 CCReporterサーバ Express5800/R120j-1M N8100-2986Y 2

4 統合/統計DBサーバ Express5800/R120j-1M N8100-2986Y 2

5 RealTimeサーバ Express5800/R120j-1M N8100-2986Y 5

6 IVRサーバ Express5800/R120j-1M N8100-2986Y 2

7 FSVMサーバ FSVMアプライアンス FSVMアプライアンス 10

8 FSVM踏み台サーバ FSVMアプライアンス FSVMアプライアンス 1

9 FSVMバックアップサーバ FSVMアプライアンス FSVMアプライアンス 2

10 アカウント管理サーバ Express5800/R120j-1M N8100-2986Y 1

11 踏み台サーバ Express5800/R120j-1M N8100-2986Y 1

12 監視サーバ DL360 Gen11 Xeon P51932-291 2

13 L2SW IPVoice用L2SW Catalyst 9200L 24-port data, 4 x 10G C9200L-24t-4x-e 2

14 VS32用L2SW Catalyst 9200L 48-port data, 4 x 10G C9200L-48t-4x-e 2

15 UCC業務セグメント用L2SW Catalyst 9200L 48-port data, 4 x 10G C9200L-48t-4x-e 2

16 運用セグメント用L2SW Catalyst 9200 48-port data only C9200-48t-e 2

17 外線用L2SW Catalyst 9200L 48-port data, 4 x 10G C9200L-48t-4x-e 2

18 試験用L2SW Catalyst 9000 Compact Switch 12-port Data C9200CX-12T-2X2G-E 1

19 L3SW コアL3SW Cisco Catalyst 9400 Series 4 slot chassis C9404R 2

20 本部NW接続L3SW Catalyst 9300 24-port data only C9300-24T-A 2

21 FSVMバックスイッチ NetGear M4300-48X ‎XSM4348CS-100AJS 2

22 FSVMフロントスイッチ NetGear M4300-52G GSM4352S-100AJS 2

23 ストレージ iStorage iStorage‎V310ディスクアレイ NF5532-SR01 1

24 PBX SV9500 SV95CT CPU(AC)-A BE119245 1

25 MG-SIP MG-SIP MG-128SIPMGM(CA)-A BE119012 10

26 MPC-B MPC-B UNIVERGE MPC-B BE112924 11

27 VS32 VS32 SCA-VS32A-B BE112829 22

28 クライアントPC 運管端末 KL45/E-M・Win11Pro・Ci3 PC-VKL45EZM 2

29 MAT-PC KL45/E-M・Win11Pro・Ci3 PC-VKL45EZM 1

30 その他の機器 LCDコンソール 18.5型LCDコンソールユニット N8143-144 3

31 RDX 内蔵RDXドライブ N8151-139 17

32 RDXデータカートリッジ（4TB） N8153-16 34

33 RDX（監視サーバ用） RDX‎USB‎3.0‎ドッキングステーション‎(内蔵型) C8S06A 2

34 RDX‎4TB‎リムーバブルディスクバックアップカートリッジ Q2048A 4
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 ９．業務毎に個別に設定する項目（任意） 

別添１ 



別添１－別紙１ 

 

 

令和  年  月  日 

 

 

業務の受託実績申立書 
 

 

契約件名 契約期間 業務概要 契約の相手方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※過去３年以内に、当該業務又は個人情報等の取扱いを含む類似業務であって、当該業務

と同規模程度又はそれ以上の規模の業務の委託を受け完了させた実績を記載する。 

 

※契約件名、契約期間、業務概要及び契約の相手方の確認ができるような書類を添付する。 

 

 

 

 

 

 

所 在 地 

法人名又は商号 

代 表 者 名                印 



 
別添１－別紙２ 

1 

 

管 理 者 等 申 請 書 

 

令和  年  月  日 

 

日本年金機構  理事長代理人 

システム企画部長 山本 晃司  殿 

  

 

（事 業 所 名）          

 

 

 

 

【個人情報等に関する体制】 

事
由 

１．設置 ２．変更 
変更 

事由 

 

 役職名 氏 名 連絡先 

総括管理責任者     

部 署 管 理 者    

点  検  管  理  者    

個人情報等や機密情報の取扱い及び情報セキ

ュリティ対策に関する履行状況の点検及び監

査体制 

別添〇のとおり 

 

 

【業務の履行体制】 

事
由 

１．設置 ２．変更 
変更 

事由 

 

 役職名 氏 名 連絡先 

現 場 責 任 者    

現場責任者補助者    

体制図については別添○のとおり 

 

 

【事故発生時の緊急対応体制の届出】 

別添○のとおり 

 



 
別添１－別紙２ 

2 

 

【業務の履行場所】 

 

 

 

【委託業務で取り扱う個人情報等の保管場所】 

保
管
場
所 

場 所 構 造 面 積 施錠責任者名 火災等に対する設備 

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事
由 

１．新規 ２．変更 
変更の 

場 合 

変更前の承認年月日 

平成  年  月  日  

変更の事由 

１.移転 ２.増改築 ３.その

他 

        （   ） 

作
業
場
所 

 

所
在
地 

℡（    -    -       ） 



 

別添１－別紙３ 

 

 

情報セキュリティの管理体制 
 

以下の１～４に掲げる事項に該当する書類を提出すること。 

 

 

１．情報セキュリティに関する第三者評価として、ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１又はＪＩＳ

Ｑ２７００１やプライバシーマークの認証を受けている者 

【提出書類】 

   当該認証を証明できる書類の写し 

 

２．上記１．に掲げる第三者評価を取得していない者 

  【提出書類】 

① 個人情報等や機密情報の漏えい及び目的外利用を禁じた契約（契約終了後及び退

職後においても有効である旨が記載されていること。）を締結した守秘義務契約

書の写し 

      ② 別添１―別紙４「情報セキュリティに関する証明事項」に掲げる項目について策  

         定及び措置を講じていることを証明できる書類 

 

３．上記１．及び２．に掲げる項目の策定及び措置を講じていない者 

  【提出書類】 

    委託業務の開始までに別添１―別紙４「情報セキュリティに関する証明事項」に掲

げる項目の策定及び措置を講じることを誓約する書類 

 

４．電子計算組織を使用する場合 

    【提出書類】 

   ・電子計算組織の管理体制 

   ・アクセス権限付与に関する規則等（アクセス記録及び作業ログの保存期間含む。） 

   ・パスワード変更期間 

   ・電子計算組織とインターネットとの隔離状況 

   ・通信ネットワーク構築時における通信経路の閉域化又は専用線使用の証明 

   ・電子計算機へのウイルス対策ソフトの導入証明及びウイルススキャンの実施体制 

    ・電子計算組織へのセキュリティパッチの適用体制 

   ・電子計算組織の監視体制 

   ・情報セキュリティインシデントを含めた障害発生時における電子計算組織の稼働

を回復又は委託業務を回復する体制 

      ・電子計算機の盗難又は紛失防止措置 

      ・電子計算機の外部的電磁的記録媒体（USB等）接続制限措置 

・［外部電磁的記録媒体を電子計算機へ接続させる場合］外部電磁的記録媒体取扱い

者及び外部電磁的記録媒体を接続させる前のウイルススキャン実施体制 

 



 

別添１－別紙４ 

 

 

情報セキュリティに関する証明事項 
 

 

１．情報セキュリティに関する基本方針・取扱規程（情報セキュリティポリシー）等 

（１）情報セキュリティの基本方針・取扱規程（情報セキュリテイポリシー）を定め、情

報保護及び情報管理のため社則・就業規則に盛り込むなどの措置を講じているか。 

 

（２）個人情報等や機密情報の取扱いに関する規程や規則において、以下に掲げる事項が

規定されているか。 

  ○ 個人情報等や機密情報の取扱い 

  ○ 個人情報等や機密情報の取扱いに関する従業者等の役割・責任 

  ○ 個人情報等や機密情報の取扱いに関する事項に違反した場合の処分 

  ○ 個人情報等や機密情報の目的外利用の禁止 

  ○ 個人情報等や機密情報の取扱い及び情報セキュリティ対策に関する履行状況の点

検及び監査 

  ○ 情報セキュリティ対策の履行が不十分な場合の対処方法 

 

２．情報漏えい発生時の対応 

    個人情報等や機密情報の漏えいが発生した場合における対応として、以下に掲げる体

制を整備しているか。 

  ○ 委託者（日本年金機構）への報告体制 

  ○ 対応マニュアル等の整備 

  ○ 対応部署の指定 

  ○ 情報の漏えいによる影響及び原因の調査体制 

 

３．情報セキュリティに関する教育・研修・訓練等の実施 

（１）個人情報等や機密情報の保護及び管理に関する教育・研修・訓練等（以下「研修

等」という。）の実施時期については、従業者の採用時（委託業務開始後に初めて委

託業務を行う従業者の業務開始時を含む。）及び委託業務開始後定期的に実施してい

るか。 

（２）研修等において、以下に掲げる内容を実施しているか。 

  ○ 日本年金機構法や個人情報等に関する関係法令で定められている守秘義務及び罰

則規定 

  ○ 委託業務における遵守事項及び禁止事項 

  ○ 個人情報等の保護にかかる就業規則等に違反した場合の処分 

  ○ 情報漏えいとその影響 

  ○ インシデントが発生した場合の手順 

  ○ その他留意すべき事項 



 

別添２ 

実施計画書（案）作成手順 

 

  

Ⅰ．提出方法 

  別添１「実施計画書（案）」を表紙として、各記載事項については別紙のとおりとし、

表紙及び別紙をつなげて提出すること。 

 

 

 

Ⅱ．各項目の記載事項 

 １．法人名、会社名、屋号等 

   ・登記上の法人名、会社名、屋号等を記載する。 

 

 

 ２．会社案内 

   ・事業内容、企業理念、沿革、主要取引先、主要株主等を記載する。 

    （別途の資料添付でも可） 

 

 

 ３．受託実績 

・別添１－別紙１「業務の受託実績申立書」に、過去３年以内に、当該業務又は当

該業務の類似業務であって、当該業務と同規模程度又はそれ以上の規模の業務の

委託を受け完了させた実績を記載する。 

   ・契約件名、契約期間、業務概要及び契約の相手方の確認ができるような書類を添

付する。 

 

 

 ４．契約書・調達仕様書に示す事項 

   ・契約書、仕様書に示す事項について記載すること。（別添１－別紙２「管理者等申

請書」） 

    ○ 業務の履行場所（※日本年金機構内部で行う業務の際は不要） 

    ○ 総括管理責任者の届出 

    ○ 部署管理者の届出 

    ○ 点検管理者の届出 

    ○ 事故発生時の緊急対応体制、機構への報告体制の届出 

    ○ 媒体、書類等の保管場所の届出（※日本年金機構内部で行う業務の際は不要） 

    ○ 個人情報等や機密情報の取扱い及び情報セキュリティ対策に関する履行状況

の点検及び監査体制の届出 

 

 ５．情報セキュリティ対策 

   ・調達仕様書に記載している情報セキュリティ対策の実施内容及び管理体制につい

てまとめた情報セキュリティ管理計画書を策定し、提出すること。 



 

別添２ 

   ・別添１－別紙３「情報セキュリティの管理体制」参照 

   ・別添１－別紙４「情報セキュリティに関する証明事項」参照 

 

 ６．業務にかかる作業スケジュール 

   ・業務開始から業務完了までの各作業工程の所要スケジュールを記載すること。 

 

 

 ７．業務にかかる作業実施体制（工程管理、要員管理、要員数、再委託 等） 

   ・業務履行場所及びサーバ室の管理（入退室の制限及び管理・保管庫の施錠状況等）

及び使用する機器・設備等を記載すること。 

 

   ・作業実施体制図（契約書・仕様書等で示されている体制や管理者等を明記し、各

作業工程の管理体制が判る全体図を示したもの。（※再委託する予定の工程がある

場合はその旨を示すこと。））を記載すること。 

 

   ・各作業工程における要員数を次により記載すること。 

    ①通常期と繁忙期で要員に差が生じる業務については、通常期・繁忙期別に各作

業工程の１月当たりの要員数を記載すること。 

    ②作業工程がフェーズにより異なる業務については、各作業工程毎にかかる要員

数を記載すること。 

 ③要員数の算出は、各作業工程１月当たりを８時間×２０日の作業時間に対して

１人と換算し、「各作業工程の延べ作業時間÷８÷２０」により 1 月当たりの

要員を算出し計算すること。 

  算出根拠となる資料を添付すること。（様式は任意とする。） 

  少数点が発生する場合は、第三位以下を四捨五入すること。 

    ④作業スケジュールに遅れが生じた場合の作業実施体制の改善に対する考え方を 

     記載すること。 

 

   ・再委託をする場合は、別添７「再委託等に係る承認申請書」を提出すること。再

委託等について日本年金機構の承認を受けた場合は、別添８「受託証明書」を提

出すること。（※再委託先が決定していない場合は再委託等が発生する日までに申

請すること。） 

 

      ・複写複製、毀損、書損した媒体等（紙・電子）の完全消去・廃棄方法を記載する

こと。 

 

 ８．品質管理 

   ・品質を確保するため、各作業工程において実施する施策を記載すること。 

   ・ＳＬＡに示されている要求水準・目標値を達成するために実施する施策を記載す 

    ること。 

   ・プライバシーマーク付与認定、ISO/IEC27001 認証（国際規格）、JIS Q 27001 

認証（日本産業規格）のうち、いずれかを証明する資料 

   ・ＩＳＯ９００１の認証があれば証明する資料 



 

別添２ 

   ・その他、機構が調達仕様書にて提出を求めている認証に関する資料 

 

 ９．業務毎に個別に設定する項目（任意） 

 

Ⅲ．留意事項 

１．日本年金機構は、見積書提出前に実施計画書（案）に記載された内容について現地

確認を行う事がある。なお、実施計画書（案）において、日本年金機構が求める体

制及びサービス水準を満たしていないと判断された場合は、見積書を提出すること

ができない。 

   見積提出希望者が見積書を提出することができない場合、日本年金機構は、別途指

定した日までに書面により通知する。 

 

２．日本年金機構は、実施計画書（案）に記載された事項を加味した見積額の積算とな

っているか確認を行うことがある。 

 

３．日本年金機構は、実施計画書（案）に記載された内容により業務が履行されている

か履行場所において確認を行うことがある。 

  なお、履行場所において確認の結果、実施計画書（案）と相違している場合につい

ては、契約書及び仕様書に基づき、検査を実施することがある。 

 

 

 



                                        

 

令和  年  月  日 

日本年金機構 理事長代理人 

 システム企画部長  山本 晃司  殿        

 

所 在 地 

法人名又は商号 

代 表 者 名              印 

 

守秘義務に関する誓約書 

 

弊社は日本年金機構の下記の委託業務（以下「本業務」という。）に従事するにあたり、下記の秘

密保持に関する事項を遵守することを誓約いたします。 

また、本業務の全従事者について、下記の事項内容を周知しており、内容を理解し、遵守すること

を証明いたします。 

 

 対象業務：遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分 2） 

 契約期間：令和９年７月１日～令和１０年５月３１日 

 

記 

 

１．本業務に従事中、本業務を通じて知り得た一切の情報（以下「秘密情報」という。）について、

第三者に開示、漏えい、目的外利用、又は自ら不正に使用しないこと。 

  ※第三者：役員等を含む情報取扱者以外の者並びに親会社・地域統括会社等を含む受託事業者

以外の者（機構が承認した場合を除く） 

 

２．本業務が終了した後においても、前項の秘密情報を第三者に開示、漏えいし、又は自ら不正に

使用しないこと。 

 

３．上記各誓約事項に違反して日本年金機構に損害を与えたときは、その損害を賠償する責任を負

うこと。 

 

４．本業務の実施にあたり、日本年金機構法（平成 19 年法律第 109 号）、個人情報の保護に関す

る法律（平成 15年法律第 57号）及び個人情報関係諸法令を順守すること。 

以上 

（参考）日本年金機構法（平成 19 年法律第 109 号）より抜粋 

・守秘義務（第 31 条第２項）：受託者等（委託を受けた者（その者が法人である場合にあっては、その役員）若しくはそ

の職員その他の当該委託を受けた業務に従事する者）は当該業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

・罰則規定（第 31 条第３項）：受託者等にも、機構役職員に対する刑法その他の罰則の適用を準用する。 

・罰則（第 57 条）：秘密を漏らした者は、１年以下の拘禁刑又は 100 万円以下の罰金 

※仕様書で求めている「情報取扱者名簿」及び「業務従事者名簿」については、当該様式及び後日提出する管理体制図等の情報を提出したことをもって、情

報を適切に管理するための体制を確保していることを確認できたとみなすこととする。 
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令和  年  月  日 

 

日本年金機構 理事長代理人 

 システム企画部長  山本 晃司  殿   

 

所 在 地 

法人名又は商号  

代 表 者 名            印 

 

個人情報等の返却・廃棄等に関する報告書 

 

遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分 2）終了しました

ので、当該委託業務における個人情報等の返却、廃棄等に関する実施結果について報

告します。なお、各項目の証跡は別添のとおりです。 

① 返却について 

（※いずれかの□に✔してください。） 

 □ 当該委託業務において、日本年金機構より貸与された個人情報等が記録され

た紙媒体、外部電磁的記録媒体は全て返却いたしました。 

（個人情報等が記録された紙媒体、外部電磁的記録媒体を保管していた場所（保管庫等）の状況が分

かるもの（例：返却後の写真等）を添付してください。） 

 □ 当該業務委託において、日本年金機構より個人情報等が記録された紙媒体、

外部電磁的記録媒体は貸与されていません。 

 

② 消去・廃棄、又は移送について 

（※いずれかの□に✔してください。） 

   □ 当該委託業務において、個人情報等を作成・受け取り・複写複製（電子計算組

織に格納した情報等含む。）したもの、その他汚損、毀損した個人情報等につい

ては、その全てを復元又は判読等が不可能な方法により完全消去、廃棄等の作

業を実施しました。 

どのように完全消去・廃棄等を実施したか、電子データ、紙媒体それぞれ具体的に記載してください。 

（消去の場合においては、復元又は判読等が不可能となる方法（例：データ消去ソフト名、データ消

去方式等。 ※自社開発プログラムの場合は、具体的なデータ消去方法等も明記のこと。）を必ず記

載してください。また、消去した際のログが分かるものを添付してください。） 

 

 

   □ 当該委託業務において、個人情報等を作成・受け取り・複写複製したもの、そ

の他汚損、毀損した個人情報等については、その全てを移送しました。 
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令和  年  月  日 

   日本年金機構 理事長代理人 

システム企画部長 山本 晃司 殿 

 
所 在 地 

法人名又は商号 

代 表 者 名              印 

 

法令及び契約内容の遵守状況に関する報告書 
 

   遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分２）の実施にあたり、

法令及び契約内容の遵守状況の点検結果について報告します。 

１．当該委託業務の実施にあたり、契約書のほか、契約書に付属する仕様書及び委託する

業務の実施方法等について記載された文書（以下「仕様書等」という。）に従い関係諸法

令を守り、自ら業務処理計画を立案し、当該業務に従事する者（以下「業務委託員」と

いう。）を適正に配置していますか。 

点検結果：□ 適  □ 不適（※該当する□に✔してください。以下同じ。） 

 

２．当該委託業務の実施にあたり、業務委託員への指導監督と教育指導を行い、業務趣旨

に従い誠実かつ善良なる管理者の注意をもって、処理を行っていますか。 

点検結果：□ 適  □ 不適 

 
３．当該委託業務の実施にあたり、業務委託員に対する雇用者又は使用者として、労働関

係法令、社会保険諸法令その他業務委託員に対する法令上の責任を全て負い、責任を持

って管理していますか。 

点検結果：□ 適  □ 不適 

 
４．当該委託業務の実施にあたり、仕様書等において日本年金機構より使用を認められて

いる機器等（機器等の消耗品を含む。以下同じ。）の管理・取扱いは適切に行われていま

すか。また、使用が認められていない機器等の取扱いを行っている事実はありませんか。 

点検結果：□ 適  □ 不適 

 
５．当該委託業務の実施にあたり、業務委託員に対し、日本年金機構法、個人情報の保護

に関する法律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律が適用する旨の教育研修を実施しましたか。 

点検結果：□ 適  □ 不適 
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令和  年  月  日 

日本年金機構 理事長代理人 

 システム企画部長  山本 晃司  殿        

 

所 在 地 

法人名又は商号 

代 表 者 名              印 

 

再委託等に関する申告書 

 

弊社は日本年金機構の下記の委託業務の再委託及び再々委託（以下、「再委託等」という。）を受託

するにあたり、下記の事項に相違ないことを申告いたします。また、虚偽の申告が発覚した場合、再

委託等の解除もあり得ることを承知しております。 

 

 

 対象業務：遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分２） 

 再委託等期間：令和９年７月１日～令和１０年５月３１日 

 

記 

 

１．経営状況に問題はありません。 

 

２．上記の調達案件の利害関係者は在籍しておりません。  

 

３．直近 24か月の社会保険料等の滞納はありません。  

 

４．重大な法令違反その他社会的信用を損ねる行為の事実はありません。 

 

５．反社会的勢力との関係はありません。 

 

 

以上 

   

 

別添６ 

※再委託先、再々委託先が作成する書類 



令和  年  月  日 

日本年金機構 理事長代理人 

システム企画部長  山本 晃司  殿 

 

所 在 地 

法人名又は商号 

                  代 表 者 名                      ㊞ 

 

 

再委託等に係る承認申請書 

 

 標記について、下記のとおり申請します。 

 なお、第三者に請け負わせる業務を含む一切の業務責任は弊社にあること、また再委託先等に

対しては、本契約にて弊社に課せられている守秘義務等と同等以上の条件（本契約終了後の秘密

保持を含む。）を遵守させるほか、日本年金機構が必要に応じ再委託先等に対して調査等を実施

する場合には、これに応じさせることを誓約いたします。 

 

記 

 

１．対象案件名：遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分２） 

 

２．委託する相手方の商号又は名称及び住所： 

 １）商号又は名称：△△株式会社 ○○オフィス ※担当部署を明示する。 

 

 ２）住所： 

   ××××××  ××××××  ×××××× 

 

３．委託する期間及び相手方の業務の範囲： 

 再委託等の委託期間：令和○年○月○日～令和○年○月○日 

「○○（対象案件名）」一式「契約書」（以下「本契約」という。）のうち、○○○に関する

○○○の一部について、弊社が実施する○○○に係る実作業を委託するもの（総合的な企画及び

判断並びに業務遂行管理部分を除く）。 

 ※ 受託者や他の再委託先等との作業の境界を具体的に明示する。 

  （対応工程） 

   ×××××× 

 

４．委託を行う合理的理由： 

 ○○○に関する○○○機能が○○○（作業量が膨大等）であることから、作業の一部を委託す

るものであり、上記の再委託等は、○○○（弊社との協業プロジェクトにおけるアプリケーショ

ンの開発実績を多数有している 等）である。 

 また、○○○（同様のアプリケーションに携わった経験等）があることから、本件の履行を効

率的かつ安全に実施することが見込めるため、当該業務を委託するものである。なお、委託した

業務に伴う再委託先等の行為（本業務に関する更なる再々委託以降の行為を含む。）について、

弊社は日本年金機構に対して全ての責任を負う。 

 

５．委託する相手方が、委託される業務を履行する能力： 
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 当該再委託先等は、○○○（弊社との協業プロジェクトにおけるアプリケーションの開発実績

を多数有しており、また、同様のアプリケーション（○○○）に精通している等）であることか

ら、品質の高い業務遂行が期待できる。 

 なお、当該再委託先等は、過去３年において、公的年金におけるシステム開発の受託業務で機

密情報の漏えいや紛失は生じておらず、成果物やプロジェクト管理等においても特段の問題は

生じていないことを弊社で確認している。 

 

６．契約金額：000,000,000円（税込） 

 

７．その他必要と認められる事項： 

（１）委託業務の実施場所： 

     ××××××  ××××××  ×××××× 

 

（２）委託先の役員の状況： 

役職 氏名 就任年月日 任期 国籍 

     

     

 

（３）委託先の資本金の出資者別比率 

    受託者            00％（国籍） 

    委託先役員（代表取締役等）  00％（国籍） 

    上記以外（○○株式会社）   00％（国籍） 

    ※個人出資や法人として自社株式を保有している等、例外的な場合の記載については、

個別に協議（外国からの出資状況の確認が必須）。 

 

（４）委託先の責任者 

 氏名 所属部署 役職 
専門性 

（経験・資格等） 
実績 国籍 

統括管理補助者       

情報セキュリティ 

管理補助者 

      

○○チームリーダー       

※再委託先等の従事者が受託者と同じ開発環境で開発作業をしている等により、受託者のセキ

ュリティ責任者が再委託先等の責任者等を兼ねる場合は、その旨を提示する。 

 

（５）委託先が請け負う業務の関係者である従業員の国籍の状況 

  （国籍：    ）   人／総数    人 

  （国籍：    ）   人／総数    人 

   ※国籍が不明・非開示等の場合は、国籍欄にその旨を記載する。 

 

（６）ガバナンスの確立 

 １）弊社と当該再委託先等は、○○○○○（系列会社であるため、同一の品質管理手順が適合

されている等 により、一貫したシステム開発体制が確保できるほか、上記（１）の委託業

務の実施場所には、弊社の統括責任者を補助する統括管理補助者を設置し、ガバナンスの確

立に努める。 

   実施体制図については、別添のとおり。 

 



 ２）本契約により新たに作成される成果物の著作権等の取扱い（知的財産権の帰属、著作者人

格権の不行使）や必要に応じて発注者が再委託先等に対して調査等を行えることを、当該再

委託先等に請け負わせる上記３の業務の契約書に明示する。 

 

（７）情報セキュリティの確保 

 １）当該再委託先等には、弊社と同様に、日本年金機構情報セキュリティポリシー等に従って、

情報セキュリティ管理計画書のとおり、最新の情報セキュリティ対策を踏まえた取組を実

施させる。 

 

 ２）上記（１）の委託業務の実施場所には、弊社の情報セキュリティ管理者を補助する情報セ

キュリティ管理補助者を設置し、上記３の業務に関して意図せざる変更が加えられないた

めの管理体制の確保等、情報セキュリティの確保に努める。なお、日本年金機構から提供す

る情報は、契約した業務に従事する者のみが、担当する業務に必要な情報に限定して利用可

能とする。 

 

 ３）当該再委託先等が請け負う業務の関係者である従業員からは、上記３の業務に求められる

情報セキュリティを理解していることを確認済である。 

 

（８）再々委託先等の情報： 

  別紙のとおり（上記と同様の情報を添付する）。 

 

（９）その他 

受託者は、本件に関して、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）、労働者災害補償保険法（昭

和 22年法律第 50号）、職業安定法（昭和 22年法律第 141号）、労働安全衛生法（昭和 47年法

律第 57号）、製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法

律（昭和 31 年法律第 120 号）、社会保険諸法令その他業務委託員に対する法令を遵守してお

り、その責任を全て負う。 

 



  

                                             令和  年  月  日 

 

日本年金機構 理事長代理人 

システム企画部長    山本 晃司  殿 

   

                                                    所  在  地 

                                                    法人名又は商号 
                                                    代 表 者 名                               ㊞ 

 

 

受 託 証 明 書 
 

 

 下記の対象案件の業務のうち、    （委託される業務）    については、    （機構との契

約受託者）    から要請がありましたので、必要な業務について、    （受託証明書の提出者

との契約相手方）    との契約に基づき、責任をもって行うことを証明致します。 

 また、本契約の履行において知り得た秘密を、他に漏らしたり又は目的外に使用しないこと（本

契約終了後においても同様）、及び日本年金機構が必要に応じ弊社に対して調査等を実施する

場合はこれに応じることを誓約いたします。 

 

 

記 

 

 

   （対象案件名）   遠隔地マシン室へのシステム機器移設及び環境変更等業務（区分２） 

 

 

 

  （受託内容等）                                               

 

 

 

  （履行場所住所及び名称）  
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